
証券コード　4052
2022年９月12日

株　主　各　位
東京都豊島区東池袋三丁目１番１号

フ ィ ー チ ャ 株 式 会 社
代表取締役社長CEO 脇 健 一 郎

１．日 時 2022年９月29日（木曜日）午前10時
（受付開始予定：午前９時30分）

２．場 所 東京都豊島区東池袋三丁目１番３号
サンシャインシティ　ワールドインポートマートビル５階
サンシャインシティ　コンファレンスルーム　Room15
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第17期（2021年７月１日から2022年６月30日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

２. 第17期（2021年７月１日から2022年６月30日まで）計算書
類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

定款一部変更の件
取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式報酬制
度導入の件

第17回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第17回定時株主総会を下記のとおり開催いたします

ので、ご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使す

ることができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類を

ご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご

表示いただき、2022年９月28日（水曜日）午後６時までに到着す

るよう折り返しご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記
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４．インターネットによる開示
　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、以下の事項につきまして
は、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、インターネット上の当社ウ
ェブサイト（https://ficha.jp）に掲載しておりますので、本招集ご通知
の提供書面には記載しておりません。なお、本招集ご通知の添付書類は、
監査役及び会計監査人が監査報告を作成するに際して監査をした対象の一
部であります。
①　連結計算書類の「連結注記表」
②　計算書類の「個別注記表」

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

　なお、株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じ
た 場 合 は 、 修 正 後 の 事 項 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（https://ficha.jp）に掲載させていただきます。
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(2021年７月１日から
2022年６月30日まで)

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当社グループは、「Make Things Intelligent」をミッションに掲げ、

画像認識ソフトウェアの開発を行っております。

　当社グループが属する画像認識ソフトウェア業界におきましては、あお

り運転や高齢運転者による交通事故が社会課題となる中、自動車向

け先進運転支援システム（ ADAS ）、ドライバー監視システム

（DMS）の普及や自動運転技術の実用化に向けて、自動車関連企業

各社がこれらの取り組みを強化しております。また、社会的なデ

ジタルトランスフォーメーション（DX）の推進が加速しており、少

子高齢化や人口減少といった労働力の課題をAIにより解決する取

り組みも様々な分野で多数行われております。

　こうした環境の中で、当社グループは、量産案件を中心とした新規案件

の獲得及びディープラーニングをはじめとした画像認識技術の研究開発を

積極的に進め、当社ライセンス製品の量産台数は累計で160万台を突破し

ました。また、主力事業であるモビリティ事業に加え、スマートインフラ

事業、DX（AI-OCR）事業へとサービス分野を広げ、事業の拡大を図ってま

いりました。

　これらの結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高382,688千円（前

連結会計年度比47.0％増）、営業利益25,677千円（前連結会計年度は営業

損失64,442千円）、経常利益26,753千円（前連結会計年度は経常損失

62,549千円）、親会社株主に帰属する当期純利益29,023千円（前連結会計

年度は親会社株主に帰属する当期純損失62,150千円）となりました。
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② 設備投資の状況

　当連結会計年度において実施した設備投資の総額は、4,607千円（無形

固定資産を含む。）であり、その主なものは工具、器具及び備品、開発業

務関係のソフトウェアであります。

③ 資金調達の状況

　新株予約権（ストック・オプション）の行使に伴い、3,606千円を調達

いたしました。
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区 分
第 14 期

(2019年６月期)
第 15 期

(2020年６月期)
第 16 期

(2021年６月期)

第 17 期
(当連結会計年度)
(2022年６月期)

売 上 高(千円) 282,465 419,701 260,356 382,688

経 常 利 益 又 は
経常損失（△）

(千円) △5,531 90,800 △62,549 26,753

親会社株主に帰属す
る当期純利益又は親
会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(千円) △8,203 66,537 △62,150 29,023

１株当たり当期純利益
又 は １ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （ △ ）

(円) △1.56 12.62 △11.31 5.27

総 資 産(千円) 449,340 578,065 544,524 599,459

純 資 産(千円) 386,405 524,227 506,680 568,493

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①企業集団の財産及び損益の状況

（注）１. 当社では、第15期より連結計算書類を作成しております。なお、第14期につい

ては金融商品取引法に基づいて作成した連結財務諸表の数値を参考情報として

記載しております。

２. 2019年11月30日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりま

す。第14期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益

又は１株当たり当期純損失を算定しております。

３. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当

連結会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値について

は、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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区 分
第 14 期

(2019年６月期)
第 15 期

(2020年６月期)
第 16 期

(2021年６月期)

第 17 期
(当事業年度)

(2022年６月期)

売 上 高(千円) 282,465 419,701 260,356 382,688

経 常 利 益 又 は
経常損失（△）

(千円) △17,386 83,987 △64,139 25,905

当 期 純 利 益 又 は
当期純損失（△）

(千円) △17,676 70,269 △63,713 28,207

１株当たり当期純利益
又 は １ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （ △ ）

(円) △3.36 13.33 △11.59 5.12

総 資 産(千円) 440,563 580,486 546,126 595,683

純 資 産(千円) 380,174 522,204 501,610 559,727

②当社の財産及び損益の状況

（注）１. 2019年11月30日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりま

す。第14期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益

又は１株当たり当期純損失を算定しております。

２. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当

事業年度の期首から適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該

会計基準等を適用した後の数値となっております。

会 社 名 資 本 金
当社の

議決権比率
主 要 な 事 業 内 容

北京飛澈科技有限公司 10,000千円 100％ 画像認識ソフトウェア開発事業

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

　　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
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(4) 対処すべき課題

① 開発体制の強化

　安定的かつ着実な事業拡大を図る上では、既存顧客との契約を継続する

ことや、案件数等が増加した場合においても、収益性を高水準に維持し、

かつ顧客に提供するサービスのパフォーマンスを維持・向上することが重

要であると考えております。

　そこで当社グループは、優秀な人材を積極的に採用するとともに、開発

プロセスを継続的に見直し、社内におけるノウハウの共有や教育訓練等を

実施することで、より強固な開発体制の構築に努めてまいります。

② 内部管理体制の強化

　当社グループは成長段階にあり、企業価値の向上、業務運営の効率化、

リスク管理のために内部管理体制の強化が重要な課題であると考えており

ます。

　そこで当社グループは、コーポレート・ガバナンスの充実、バックオフ

ィス業務の整備を推進し、経営の公正性・透明性を確保するため、より強

固な内部管理体制の構築に取り組んでまいります。

事 業 区 分 事 業 内 容

画像認識ソフトウェ
ア 開 発 事 業

画像認識ソフトウェアの企画、開発等

(5) 主要な事業内容（2022年６月30日現在）

本 社 東京都豊島区

北京飛澈科技有限公司 中華人民共和国 北京市

(6) 主要な事業拠点（2022年６月30日現在）

① 当社

② 子会社
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従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

22（14）名 ３名減（２名増）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

22（12）名 １名減（２名増） 35.8歳 2.6年

(7) 従業員の状況（2022年６月30日現在）

① 企業集団の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は最近１年間の平均人員を（　）内に

外数で記載しております。

② 当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は最近１年間の平均人員を（　）内に

外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2022年６月30日現在）

　該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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① 発行可能株式総数 20,000,000株

② 発行済株式の総数 5,544,752株

③ 株主数 3,468名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

曹 暉 1,393,500株 25.13％

王 潞 898,700 16.20

脇 健 一 郎 810,500 14.61

ＨＵＩＺＨＯＵ ＤＥＳＡＹ ＳＶ ＡＵ
ＴＯＭＯＴＩＶＥ ＣＯ．，ＬＴＤ．

528,000 9.52

ニ ッ セ イ ・ キ ャ ピ タ ル ６ 号
投 資 事 業 有 限 責 任 組 合

132,800 2.39

楽 天 証 券 株 式 会 社 58,700 1.05

松 井 証 券 株 式 会 社 44,300 0.79

株 式 会 社 S B I 証 券 29,200 0.52

長 瀬 泰 28,500 0.51

S M B C 日 興 証 券 株 式 会 社 28,400 0.51

⑤ その他株式に関する重要な事項

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2022年６月30日現在）

④ 大株主

（注）自己株式は保有しておりません。

    該当事項はありません。
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第２回新株予約権 第３回新株予約権

発 行 決 議 日 2019年１月25日 2019年６月21日

新 株 予 約 権 の 数 263個
　

790個
　

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 789株
(新株予約権１個につき３株)

　

普通株式 2,370株
(新株予約権１個につき３株)

　

新株予約権の払込金額
新株予約権と引換えに払い
込みは要しない

新株予約権と引換えに払い
込みは要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり
3,000円

(１株当たり　1,000円)
　

新株予約権１個当たり
3,000円

(１株当たり　1,000円)
　

権 利 行 使 期 間
2021年１月26日から
2029年１月25日まで

2021年６月22日から
2029年６月21日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）１

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 263個
目的となる株式数 789株
保有者数 １名
　

新株予約権の数 790個
目的となる株式数 2,370株
保有者数 １名
　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
　

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
　

(2) 新株予約権等の状況

① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

（注）１．①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、原則と

して権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役、従業員

の地位を有していなければならない。

②本新株予約権者は、上場日を基準として、以下の割合を上限に段階的に本新

株予約権を行使することができる。

ⅰ．上場日から１年以内　　　　 40％

ⅱ．上場日から２年以内　　　　 60％

ⅲ．上場日から３年以内　　　　 80％

ⅳ．上場日から３年後の日以降　100％

２．2019年11月30日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりま

すが、上記新株予約権の目的となる株式数及び新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額は、当該株式分割後の株式数及び価額を記載しております。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長
C E O

脇  健 一 郎 北京飛澈科技有限公司　執行董事

代 表 取 締 役 C T O 曹  暉 当社　開発部長

取 締 役 C F O 立 花 　 嵩 大
当社　管理部長
北京飛澈科技有限公司　監事

取 締 役 奥 田 　 高 志
鬼怒川ゴム工業株式会社　取締役
オーシャンアソシエイツ合同会社　代表社
員

常 勤 監 査 役 福 田  勝 美

監 査 役 安 藤  広 人
Data&Intelligence株式会社　代表取締役
MIRAI-LABO株式会社　社外取締役（監査等
委員）

監 査 役 佐 野  高 志 株式会社図研　社外取締役

(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2022年６月30日現在）

（注）１. 2021年9月29日開催の第16回定時株主総会終結の時をもって、茂田井純一氏は

任期満了により取締役を退任いたしました。

２. 取締役奥田高志氏は、社外取締役であります。

３. 常勤監査役福田勝美氏、監査役安藤広人氏及び佐野高志氏は、社外監査役であ

ります。

４. 常勤監査役福田勝美氏は、銀行におけるファイナンス業務や事業会社における

管理業務に関する豊富な経験及び事業会社の監査役経験により、コーポレート

ガバナンスに関する高い見識等を有しております。

５. 監査役安藤広人氏は、弁護士として企業法務に精通し、その専門家としての豊

富な経験、法律に関する高い見識等を有しております。

６. 監査役佐野高志氏は、公認会計士として企業会計に精通し、その専門家として

の豊富な経験、財務及び会計に関する高い知見を有しております。

７. 当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としてお

ります。

－ 11 －



③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、保険会社との間で、当社の取締役、監査役及び子会社役員（当

事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とする、会社法第430

条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料

は全額当社が負担しております。

　当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の

執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることに

よって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が填補するも

のであります。

　なお、被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起因

する損害は填補されない等、役員等賠償責任保険契約において保険会社が

免責されるべき事由として規定されている事由のある場合には保険が適用

されないとすることで会社役員の職務の執行の適正性が損なわれないよう

にするための措置を講じております。

④ 取締役及び監査役の報酬等

１. 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針

　当社は、取締役会決議により、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決

定方針を定めております。その概要は、株主総会で決議された報酬限度額

の範囲内において、会社全体の業績、業績に対する個々人の貢献度等を勘

案して年額を決定し、その内容は全て固定の基本報酬（金銭報酬）のみと

しております。

２. 監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針

　監査役の報酬は、経営に対する独立性及び客観性を重視する視点から金

銭報酬のみで構成され、各監査役の報酬額は、監査役の協議によって決定

しております。

３. 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　取締役の金銭報酬の額は、2019年９月26日開催の第14回定時株主総会に

おいて、年額200,000千円以内（うち、社外取締役分は年額30,000千円以

内。ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当

該株主総会終結時点の取締役の員数は４名（うち、社外取締役は１名）で

あります。
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区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

５名
（２）

42,779千円
（3,600）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

３
（３）

11,160
（11,160）

合 計
（う　ち　社　外　役　員）

８
（５）

53,939
（14,760）

　監査役の金銭報酬の額は、2019年９月26日開催の第14回定時株主総会に

おいて、年額30,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終

結時点の監査役の員数は３名であります。

４. 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

　当社においては、2021年９月29日開催の取締役会決議に基づき、代表取

締役社長CEOである脇健一郎に取締役の個人別の報酬額の具体的内容を決

定する権限を委任しております。

　これらの権限を委任した理由は、当社グループ全体の経営状況を俯瞰し

つつ各取締役の担当領域や職責の評価を行うには代表取締役社長CEOであ

り、かつ当社の創業者でもある脇健一郎が最も適すると判断したためであ

ります。

５. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）上記には、2021年９月29日開催の第16回定時株主総会終結の時をもって退任した取

締役（社外取締役）１名の在任中の報酬等の額を含んでおります。

６. 当事業年度に係る取締役の個人別報酬等の内容が決定方針に沿うもの

であると判断した理由

　当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、

取締役会の委任に基づき代表取締役社長CEOである脇健一郎が決定したも

のでありますが、取締役会としましては、過年度の報酬等とも比較して当

社の業績や当該業績に対する個々人の貢献を踏まえたものとなっているこ

となど同方針との整合性を含めた多角的な検討を行い、当社の決定方針に

沿うものであると判断しております。
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⑤ 社外役員に関する事項

他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役奥田高志氏は、鬼怒川ゴム工業株式会社の取締役、オーシャン

アソシエイツ合同会社の代表社員であります。当社と各兼職先との間

には特別の関係はありません。

・監査役安藤広人氏は、Data&Intelligence株式会社の代表取締役、

MIRAI-LABO株式会社の社外取締役（監査等委員）であります。当社と

各兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役佐野高志氏は、株式会社図研の社外取締役であります。当社と

兼職先との間には特別の関係はありません。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 奥 田 高 志

取締役就任以降、当事業年度に開催された取締役会10回

のうち全てに出席いたしました。出席した取締役会にお

いて、会社経営全般に関する豊富な経験と幅広い見識か

ら、適宜発言を行っております。

常勤
監査役

福 田  勝 美

当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会12回

の全てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査

役会において、他社での財務・会計等に関する豊富な経

験と高い見識から、適宜発言を行っております。

監査役 安 藤  広 人

当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会12回

の全てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査

役会において、主に法務・知的財産等に関し、弁護士と

しての専門的見地から適宜発言を行っております。

監査役 佐 野  高 志

当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会12回

の全てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査

役会において、主に財務・会計等に関し、公認会計士と

しての専門的見地から適宜発言を行っております。

　当事業年度における主な活動状況

（注）書面決議による取締役会の回数は除いております。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

22,500

(4) 会計監査人の状況

① 名称　　EY新日本有限責任監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上

で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３. 当社の連結子会社である北京飛澈科技有限公司は、当社の会計監査人以外の公

認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者

を含む。）による監査を受けております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項

目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人

を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初

に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を

報告いたします。
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３. 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、剰余金の配当につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化の

ために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実施していくこ

とを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針

としております。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株

主総会、中間配当については取締役会であります。

　しかしながら、当社は現在、成長過程にあると考えており、内部留保の充実

を図り、将来の事業展開及び経営体質の強化のための投資等に充当し、なお一

層の事業拡大を目指すことが、株主に対する最大の利益還元につながると考え

ております。将来的には、各期の経営成績及び財政状態を勘案しながら株主に

対して利益還元を実施していく方針ではありますが、現時点において配当実施

の可能性及びその実施時期等については未定であります。

　なお、当社は、取締役会の決議により、毎年12月31日を基準日として中間配

当を行うことができる旨を定款に定めております。
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４. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　当社は、取締役会決議によって「内部統制の整備に関する基本方針」を定

め、当該方針に基づき、各種社内規程等を整備するとともに規程遵守の徹底を

図り、内部統制システムが有効に機能する体制を確保しております。また、内

部統制システムが有効に機能していることを確認するため、内部監査室による

内部監査を実施しております。

(1) 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

　当社は、「コンプライアンス規程」に基づき、グループ全体のコンプライ

アンス体制の構築、維持、整備にあたる。

　取締役は、使用人が適切に行動するために当社グループ全体へ法令、定

款、「フィーチャグループ行動規範」及び各規程を周知徹底させるととも

に、問題点の把握と改善に努める。

　代表取締役直轄の内部監査室を設置し、当社グループ全体の法令、定款、

コンプライアンス体制の問題の有無を調査し、代表取締役社長に報告する。

　法令違反、不正行為が行われたことを認知した場合、「内部通報規程」の

定めにより、当社及びグループ会社の使用人は、内部通報窓口等に通報する

義務を負い、当社及びグループ会社は通報した使用人に対して当該通報をし

たことを理由とする不利益な取り扱いを行わない。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理を総括する責任部署を管理

部とする。重要な会議の議事録等、取締役の職務の執行に係る情報の保存及

び管理は法令及び「文書管理規程」に従い、定められた期間中、厳正に当該

情報を文書又は電磁的媒体に記録し整理・保存する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程及びその他体制

　グループ全体のリスク管理については、当社取締役会にて、当社の成長規

模、市場の変化に即し、リスクの想定や回避、対応策の検討及び危機発生時

の管理体制の整備を行う。

　経営危機発生が疑われる時は、「経営危機管理規程」に基づき管理部長が

内容を集約し代表取締役社長に報告する。代表取締役社長が経営危機に該当

するかを判断し、経営危機と判断した場合には、代表取締役社長が対策本部

長となり、管理部長を事務局長とした経営危機対策本部を設置してこれに対

応する。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　代表取締役社長は、自らが取締役の職務の効率性に関しての総括責任者と

なり、中期経営計画に基づき、グループ会社が目標に対して職務執行を効率

的に行うよう監督する。

　当社及びグループ会社の取締役ほか部門責任者は「組織規程」、「業務分

掌規程」、「職務権限規程」に基づき、経営計画における各部門が実施すべ

き具体的な施策及び効率的な職務執行体制を決定する。

　総括責任者である代表取締役社長は月に1回開催される定例取締役会及び

適宜開催される臨時取締役会において、取締役のほか必要に応じて部門責任

者に対して定期的に職務執行に関して報告させるとともに、効率的な職務執

行を行うために問題の把握と改善に努める。

(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制

　当社は、グループ会社の「経営管理方針」に基づき、グループ会社の業務

遂行を指導、支援及び監督する。取締役会がグループ全体の業務執行機関と

して意思決定を行い、全体最適の観点から経営資源の配置・配分を決定し、

当社グループの企業価値の向上を図る。

　当社は、グループの「内部監査方針」に基づき、内部監査室がグループ全

体の監査を定期的に実施することができるよう体制を整備し、必要に応じて

内部監査室と監査役が連携し業務の適正の確保を図る。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及

び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役は、必要に応じてその職務を補助すべき者を置くことを求めること

ができる。また、取締役会は監査役と協議の上、補助すべき者を指名するこ

とができる。

　監査役が指定する補助すべき期間中は監査役が当該補助すべき者に対する

指揮権を持ち、取締役の指揮命令は受けないものとし、その人事異動、人事

考課、懲戒に関しては監査役の事前の同意を得るものとする。
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(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に

関する体制、監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不

利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　監査役は社内会議の全てに出席できるものとし、取締役及び使用人から

「監査役監査規程」に従って、内部統制システムの整備に関わる部門の活動

状況、重要な会計方針・会計基準及びその変更、業績及び業績見込みの発表

内容、適時開示情報、内部通報制度の運用状況、重要な意思決定プロセスや

業務執行状況を示す社内稟議書及び各種申請書、重要な契約の内容などの報

告を適宜受けるものとする。

　当社及びグループ会社は、監査役に報告した者に対して当該報告をしたこ

とを理由とする不利な取り扱いを行わない。

(8) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事

項

　当社及びグループ会社の取締役は、取締役及び使用人が監査役監査に対す

る理解を深め、監査役監査が実効的に行われることを確保する。

　監査役は代表取締役社長との間に意見交換会を開催し、内部監査室との連

携を図って適切な意思疎通及び効果的な監査体制を構築する。

　監査役は監査の実施にあたり必要と認めるときは、会社の顧問弁護士とは

別の弁護士その他外部専門家を自らの判断で起用することができるものとす

る。また、当社は、かかる起用に関する費用又は債務について監査役の職務

の執行に必要でないと認められた場合を除き、当該費用又は債務を速やかに

処理する。

(9) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力及び

団体とは一切関わりを持たず、反社会的勢力からの不当な要求に対しては、

毅然とした態度で臨むものとする。

　対応統括部署を中心に、弁護士、警察等の外部専門機関と連携、情報を収

集し、反社会的勢力排除のための社内体制の整備を推進する。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 550,296 流 動 負 債 30,966

現 金 及 び 預 金 470,602 未 払 金 6,494

売掛金及び契約資産 57,860 未 払 費 用 2,464

仕 掛 品 60 未払法人税等 5,872

前 払 費 用 21,772 未払消費税等 15,319

預 り 金 815

固 定 資 産 49,163

有 形 固 定 資 産 10,846 負 債 合 計 30,966

建 物 1,722 （純資産の部）

工具、器具及び備品 9,124 株 主 資 本 565,344

資 本 金 285,394

無 形 固 定 資 産 2,065 資 本 剰 余 金 269,084

ソ フ ト ウ ェ ア 2,065 利 益 剰 余 金 10,865

その他の包括利益
累 計 額

3,149

投資その他の資産 36,251 為替換算調整勘定 3,149

長 期 前 払 費 用 13,673

繰 延 税 金 資 産 5,095

敷 金 及 び 保 証 金 17,483 純 資 産 合 計 568,493

資 産 合 計 599,459 負 債 純 資 産 合 計 599,459

連 結 貸 借 対 照 表

（2022年６月30日現在）
（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年７月１日から
2022年６月30日まで)

科 目 金 額

売 上 高 382,688

売 上 原 価 109,644

売 上 総 利 益 273,043

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 247,366

営 業 利 益 25,677

営 業 外 収 益

受 取 利 息 36

為 替 差 益 1,697

雑 収 入 258 1,993

営 業 外 費 用

貸 倒 損 失 917 917

経 常 利 益 26,753

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 26,753

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,825

法 人 税 等 調 整 額 △5,095 △2,269

当 期 純 利 益 29,023

親会社株主に帰属する当期純利益 29,023

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年７月１日から
2022年６月30日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 270,440 254,130 △18,158 506,411

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 14,954 14,954 29,908

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

29,023 29,023

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 14,954 14,954 29,023 58,932

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 285,394 269,084 10,865 565,344

その他の包括利益
累 計 額

純 資 産 合 計
為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 269 269 506,680

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 29,908

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

29,023

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

2,880 2,880 2,880

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 2,880 2,880 61,812

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 3,149 3,149 568,493

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 536,876 流 動 負 債 35,956

現 金 及 び 預 金 457,732 未 払 金 12,213

売掛金及び契約資産 57,860 未 払 費 用 1,765

仕 掛 品 60 未払法人税等 5,841

前 払 費 用 21,222 未払消費税等 15,319

預 り 金 815

固 定 資 産 58,806

有 形 固 定 資 産 10,846 負 債 合 計 35,956

建 物 1,722 （純資産の部）

工具、器具及び備品 9,124 株 主 資 本 559,727

資 本 金 285,394

無 形 固 定 資 産 2,065 資 本 剰 余 金 269,084

ソ フ ト ウ ェ ア 2,065 資 本 準 備 金 269,084

利 益 剰 余 金 5,248

投資その他の資産 45,894 その他利益剰余金 5,248

関 係 会 社 株 式 10,000 繰越利益剰余金 5,248

長 期 前 払 費 用 13,673

繰 延 税 金 資 産 5,095

敷 金 及 び 保 証 金 17,126 純 資 産 合 計 559,727

資 産 合 計 595,683 負 債 純 資 産 合 計 595,683

貸　借　対　照　表

（2022年６月30日現在）
（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年７月１日から
2022年６月30日まで)

科 目 金 額

売 上 高 382,688

売 上 原 価 109,644

売 上 総 利 益 273,043

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 246,744

営 業 利 益 26,299

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4

雑 収 入 46 50

営 業 外 費 用

為 替 差 損 444 444

経 常 利 益 25,905

税 引 前 当 期 純 利 益 25,905

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,793

法 人 税 等 調 整 額 △5,095 △2,301

当 期 純 利 益 28,207

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年７月１日から
2022年６月30日まで)

株 主 資 本

純 資 産
合 　 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合　　計資 本 準 備 金

資本剰余金
合　　　計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 270,440 254,130 254,130 △22,959 △22,959 501,610 501,610

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 14,954 14,954 14,954 29,908 29,908

当 期 純 利 益 28,207 28,207 28,207 28,207

当 期 変 動 額 合 計 14,954 14,954 14,954 28,207 28,207 58,116 58,116

当 期 末 残 高 285,394 269,084 269,084 5,248 5,248 559,727 559,727

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 飯 塚 　 徹

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 辻 本 慶 太

独立監査人の監査報告書

２０２２年８月２５日

フィーチャ株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、フィーチャ株式会社の２０
２１年７月１日から２０２２年６月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、フィーチャ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他
の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他
の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれて
おらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読
の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た
知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以
外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不
正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽
表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人
の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう
な事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項
が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将
来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算
書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関
する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査
の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査
の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理
に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら
れる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 飯 塚 　 徹

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 辻 本 慶 太

独立監査人の監査報告書

２０２２年８月２５日

フィーチャ株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、フィーチャ株式会社
の２０２１年７月１日から２０２２年６月３０日までの第１７期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監
査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他
の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他
の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお
らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の
過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識
との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に
その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した
内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該
事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正
又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告
書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の
利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ
れる。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽
表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査
人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような
事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項
が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類
等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査
の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査
の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理
に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら
れる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、２０２１年７月１日から２０２２年６月３０日までの第１

７期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告

書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計

監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。

（2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の

方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等

と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと

もに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いた

しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役

等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事

業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会

社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと

して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備

に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい

る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から

その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応

じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保

するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を

「監査に関する品質管理基準」（２００５年１０月２８日企業会

計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ

て説明を求めました。

監査役会の監査報告
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常 勤 監 査 役 福 田 勝 美 ㊞

監 査 役 安 藤 広 人 ㊞

監 査 役 佐 野 高 志 ㊞

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし　　

た。

２. 監査の結果

（1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内

容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら

れません。

（2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

（3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

２０２２年８月２５日

フ ィ ー チ ャ 株 式 会 社 　 監 査 役 会

　

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件

１．変更の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条た

だし書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されましたので、株

主総会資料の電子提供制度導入に備えるため、次のとおり当社定款を変更

するものであります。

(１)　変更案第18条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報につ

いて、電子提供措置をとる旨を定めるものであります。

(２)　変更案第18条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に

記載する事項の範囲を限定するための規定を設けるものであります。

(３)　株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現

行定款第18条）は不要となるため、これを削除するものであります。

(４)　上記の新設・削除に伴い、附則を設けるものであります。
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現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネッ

ト開示とみなし提供）

第18条　当会社は、株主総会の招集に

際し、株主総会参考書類、事

業報告、計算書類及び連結計

算書類に記載又は表示をすべ

き事項に係る情報を、法務省

令に定めるところに従いイン

ターネットを利用する方法で

開示することにより、株主に

対して提供したものとみなす

ことができる。

（削　　除）

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案

（新　　設） （電子提供措置等）

（新　　設）

第18条　当会社は、株主総会の招集に

際し、株主総会参考書類等の

内容である情報について、電

子提供措置をとるものとす

る。

２　当会社は、電子提供措置を

とる事項のうち法務省令で定

めるものの全部又は一部につ

いて、議決権の基準日までに

書面交付請求した株主に対し

て交付する書面に記載しない

ことができる。

（附則）

１．2022年９月１日（以下「施行日」

という）から６か月以内の日を株

主総会の日とする株主総会につい

ては、定款第18条（株主総会参考

書類等のインターネット開示とみ

なし提供）はなお効力を有する。

２．本附則は、施行日から６か月を経

過した日または前項の株主総会の

日から３か月を経過した日のいず

れか遅い日後にこれを削除する。
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第２号議案 取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付

株式報酬制度導入の件

　当社の取締役の報酬等の額は、2019年９月26日開催の当社第14回定時株主

総会において、年額200,000千円以内（うち社外取締役分は年額30,000千円

以内。使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）として、ご承認をい

ただいております。

今般、当社は、当社の取締役（社外取締役を除く。以下、「対象取締役」

という。）が、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上

昇及び持続的企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高めるため、対象取締

役に対し、一定の譲渡制限期間及び当社による無償取得事由等の定めに服す

る当社普通株式（以下、「譲渡制限付株式」という。）を、下記のとおり割

り当てることといたしたいと存じます。

つきましては、当社における取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案

いたしまして、上記の取締役の報酬等の額とは別枠として、対象取締役に対

する譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を、

年額50,000千円以内として設定いたしたいと存じます。なお、譲渡制限付株

式の割当ては、当社における対象取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘

案して決定しており、下記2.に定める各事業年度において割り当てる譲渡制

限付株式の数の上限が発行済株式総数に占める割合は0.41％程度（10年間に

亘り、当該上限となる数の譲渡制限付株式を発行した場合における発行済株

式総数に占める割合は4.67％程度）と希釈化率は軽微であることから、その

内容は相当なものであると考えております。

本議案をご承認いただいた場合、ご承認いただいた内容とも整合するよ

う、本株主総会終結後の当社取締役会において、事業報告12頁に記載の取締

役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針につき、変更することを予定して

おります。

また、現在の当社の取締役は４名（うち社外取締役１名）であります。
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記

対象取締役に対する譲渡制限付株式の具体的な内容及び数の上限

1.譲渡制限付株式の割当て及び払込み

当社は、対象取締役に対し、当社取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式

に関する報酬等として上記の年額の範囲内で金銭報酬債権を支給し、各対象

取締役は、当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付することによ

り、譲渡制限付株式の割当てを受ける。

なお、譲渡制限付株式の払込金額は、その発行又は処分に係る当社取締役

会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社普通株式の終値

（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を

基礎として、当該譲渡制限付株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額

とならない範囲で当社取締役会において決定する。

また、上記金銭報酬債権は、対象取締役が、上記の現物出資に同意してい

ること及び下記3.に定める内容を含む譲渡制限付株式割当契約を締結してい

ることを条件として支給する。

2.譲渡制限付株式の総数

対象取締役に対して割り当てる譲渡制限付株式の総数23,000株を、各事業

年度において割り当てる譲渡制限付株式の数の上限とする。

ただし、本議案の決議の日以降、当社普通株式の株式分割（当社普通株式

の株式無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場合その他これらの場

合に準じて割り当てる譲渡制限付株式の総数の調整を必要とする場合には、

当該譲渡制限付株式の総数を合理的に調整することができる。

3.譲渡制限付株式割当契約の内容

譲渡制限付株式の割当てに際し、当社取締役会決議に基づき、当社と譲渡

制限付株式の割当てを受ける対象取締役との間で締結する譲渡制限付株式割

当契約は、以下の内容を含むものとする。

(1)譲渡制限の内容

譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役は、３年間から５年間までの

間で当社取締役会が定める期間（以下、「譲渡制限期間」という。）、当該

取締役に割り当てられた譲渡制限付株式（以下、「本割当株式」という。）

につき、第三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与、

遺贈その他一切の処分行為をすることができない（以下、「譲渡制限」とい

う。）。
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(2)譲渡制限付株式の無償取得

当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、譲渡制限期間の

開始日以降、最初に到来する当社の定時株主総会の開催日の前日までに当社

の取締役及び執行役員のいずれの地位からも退任した場合には、当社取締役

会が正当と認める理由がある場合を除き、本割当株式を当然に無償で取得す

る。

また、本割当株式のうち、上記(1)の譲渡制限期間が満了した時点におい

て下記(3)の譲渡制限の解除事由の定めに基づき譲渡制限が解除されていな

いものがある場合には、当社はこれを当然に無償で取得する。

(3)譲渡制限の解除

当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた取締役が、譲渡制限期間の開始

日以降、最初に到来する当社の定時株主総会の開催日まで継続して、当社の

取締役又は執行役員のいずれかの地位にあったことを条件として、本割当株

式の全部につき、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除す

る。

ただし、当該取締役が、当社取締役会が正当と認める理由により、譲渡制

限期間が満了する前に当社の取締役及び執行役員のいずれの地位からも退任

した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する

時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。

(4)組織再編等における取扱い

当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全

子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する議

案が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会によ

る承認を要さない場合においては、当社取締役会）で承認された場合には、

当社取締役会決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認

の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式につき、当該組織

再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。

この場合には、当社は、上記の定めに基づき譲渡制限が解除された直後の

時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で

取得する。

以　上
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会場：東京都豊島区東池袋三丁目１番３号
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交通 池袋駅 35番出口より 徒歩約８分
（JR・東京メトロ・西武線・東武線）
東池袋駅 ６・７番出口より徒歩約３分
（東京メトロ有楽町線）
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